
大網白里市電話ｄｅ詐欺対策機器購入費補助金交付要綱 (令和５年６月７日告示第86

号)

最終改正:令和７年６月12日告示第99号

改正内容:令和７年６月12日告示第99号 [令和７年６月12日]

（趣旨）

第１条　この要綱は、電話ｄｅ詐欺による被害防止を図り、市民の財産を守るため、電話ｄｅ詐

欺対策機器を購入した者に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する条例（昭和30年条例第４号。以下「条例」という。）及び

補助金等に関する規則（昭和51年規則第11号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。

（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるところによ

る。

(１)　電話ｄｅ詐欺　還付金詐欺、オレオレ詐欺、架空料金請求詐欺等の特殊詐欺をいう。

(２)　電話ｄｅ詐欺対策機器　自動通話録音機能（相手方に警告音声を発する機能を有するも

のに限る。）又は自動着信拒否機能付きの固定電話機又は機器をいう。

（補助対象者）

第３条　補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号に掲げる要

件を満たすものとする。

(１)　本市の住民基本台帳に記録されている者であること。

(２)　補助金の交付を申請する日（以下「申請日」という。）において、年齢満65歳以上の者又

はその者の属する世帯の世帯員であること。

(３)　世帯全員が本市に納付すべき市税等を滞納していないこと。

(４)　世帯全員がこの要綱に基づく補助金の交付を受けた実績を有する者でないこと。

(５)　世帯全員が大網白里市暴力団排除条例（平成24年条例第15号）第２条第２号に規定す

る暴力団員及び同条第３号に規定する暴力団員等でないこと。

（補助対象経費）

第４条　補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、申請日の属する年度に

支払われた経費であって、電話ｄｅ詐欺対策機器（以下「補助対象機器」という。）の購入費及

び設置費（配送料等購入に伴う費用を除く。）とする。

（補助金の額）

第５条　補助金の額は、補助対象経費の額とする。ただし、当該補助対象経費が10,000円を超

える場合には、10,000円とする。

（交付の申請等）

第６条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、市長が定める期間内に

大網白里市電話ｄｅ詐欺対策機器購入費補助金交付申請書（別記第１号様式）に次の各号

に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

(１)　購入した補助対象機器のメーカー、品名、品番及び購入日が確認できる領収書等の写

し

(２)　購入した補助対象機器の性能が確認できるカタログ、説明書等

(３)　世帯全員の住民票の写し（個人番号の記載のないもの。）

(４)　世帯全員の市税に滞納がないことを証する書類

(５)　その他市長が必要と認める書類



２　前項の規定にかかわらず、同項第３号及び第４号に掲げる書類により証明すべき事項につ

いて、申請者（その世帯員を含む。）の同意を得て市が保有する公簿等により確認することが

できる場合は、当該書類の提出を省略することができる。

（交付の決定等）

第７条　市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付の

可否を決定したときは、大網白里市電話ｄｅ詐欺対策機器購入費補助金交付（不交付）決定

通知書（別記第２号様式）により、申請者に通知するものとする。

（実績報告等の特例）

第８条　第６条の規定による補助金の交付の申請をもって、条例第14条に規定する実績報告

があったものとみなす。

２　前条の規定による補助金の交付の決定通知をもって、条例第15条に規定する補助金の額

の確定通知をしたものとみなす。

（交付の請求）

第９条　第７条の規定により補助金の交付の決定通知を受けた者は、その通知を受けた日か

ら起算して30日以内又はその通知を受けた日の属する年度の３月14日のいずれか早い日ま

でに、大網白里市電話ｄｅ詐欺対策機器購入費補助金交付請求書（別記第３号様式）を市長

に提出しなければならない。

（交付決定の取消し）

第10条　市長は、補助金の交付の決定を受けた者が偽りその他不正な手段により補助金の交

付を受けたと認めるときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。

（返還）

第11条　市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取

消しに係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、その者に対し期限を定めて当該

補助金の返還を命ずるものとする。

（処分の制限）

第12条　この要綱に基づき補助金の交付を受けた者（以下「」という。）は、当該補助金を充当し

た補助対象機器について、市長が指定する期間（以下「財産処分制限期間」という。）は、こ

の補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄し

てはならない。

２　前項の財産処分制限期間は、６年とする。ただし、特別な事由があると市長が認めるとき

は、この限りでない。

（調査への協力）

第13条　補助金の交付を受けた者は、市長が補助対象機器の使用状況について調査を行う

場合は、これに協力しなければならない。

（補則）

第14条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

この告示は、公示の日から施行する。

附　則（令和７年６月12日告示第99号）

（施行期日）

１　この告示は、公示の日から施行し、令和７年度分の予算に係る補助金から適用する。

（経過措置）

２　この告示の施行の際、現に大網白里市告示で定める様式の規定により調製した用紙は、こ

の告示の規定にかかわらず、当分の間、使用することができる。



 

 第１号様式（第６条） 
 

大網白里市電話ｄｅ詐欺対策機器購入費補助金交付申請書 
 

年  月  日  
 

大網白里市長       様 
 

申請者 住  所 
                    氏  名 
                    電話番号 
 
  大網白里市電話ｄｅ詐欺対策機器購入費補助金の交付を受けたいので、 
大網白里市電話ｄｅ詐欺対策機器購入費補助金交付要綱第６条の規定によ 
り、下記のとおり関係書類を添えて申請します。 

  なお、大網白里市電話ｄｅ詐欺対策機器購入費補助金交付要綱の規定を 
遵守することを誓約します。 

記 

補助対象経費            円 

補助金交付申請額            円 

商品名 品名        品番 

電話ｄｅ詐欺対策を施

した回線の電話番号 
（   ） 

（添付書類） 
(1) 購入した補助対象機器のメーカー、品名、品番及び購入日が確認
できる領収書等の写し 

(2) 購入した補助対象機器の性能が確認できるカタログ、説明書等 
(3) 世帯全員の住民票の写し（個人番号の記載のないもの。） 
(4) 世帯全員の市税に滞納がないことを証する書類 
(5) その他市長が必要と認める書類 

 
同 意 書 

私は、住民登録及び市税滞納状況について、市が公簿等により確認す 
ることを同意します。 
 

申請者氏名              
 

世帯員氏名              
 

世帯員氏名              
 

世帯員氏名              

※ 個人情報の閲覧について同意した場合は、添付書類(3)及び(4)の 

提出は不要です。 
 



第２号様式（第７条） 

 

 

第     号  

年  月  日  

 

        様 

 

大網白里市長 

 

大網白里市電話ｄｅ詐欺対策機器購入費補助金 

交付（不交付）決定通知書 

 

  年  月  日付けで申請のあった大網白里市電話ｄｅ詐欺対策機器購 

入費補助金の交付については、下記のとおり決定したので、大網白里市電 

話ｄｅ詐欺対策機器購入費補助金交付要綱第７条の規定により、通知しま

す。 

記 

１ 交付決定 

交付決定額                   円 

    

２ 不交付 

不交付の理由 

 

 （教示） 
  １ この処分に不服がある場合には、この処分があったことを知った日 

の翌日から起算して３か月以内に、大網白里市長に対して審査請求を 
することができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日 
から起算して３か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算し 
て１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

  ２ この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から 
起算して６か月以内に、大網白里市を被告として（訴訟において大網 
白里市を代表する者は大網白里市長となります。）、処分の取消しの訴 
えを提起することができます（なお、この処分があったことを知った 
日の翌日から起算して６か月以内であっても、この処分の日の翌日か 
ら起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することが 
できなくなります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合は、当該 
審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して 
６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 



 

 

大網白里市電話ｄｅ詐欺対策機器購入費補助金交付請求書 

 

年  月  日  

 

 大網白里市長       様 

 

住  所 

                   氏  名            

                   電話番号 

 

     年  月  日付け 第   号をもって決定通知のあった大網白

里市電話ｄｅ詐欺対策機器購入費補助金について、大網白里市電話ｄｅ詐欺

対策機器購入費補助金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり請求しま

す。 

記 

 

１ 請 求 額                円 

２ 振 込 先 

金融機関名 

         銀行 

         信用金庫 

         信用組合 

         農協 

本店 

支店 

支所 

口座種別 普通 ・ 当座 ・その他（    ） 

口座番号  

フリガナ  

口座名義人  

 


